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公職別選挙運動とメディアに関する80年代アメリカの研究（神江）

序

． 
わが国における選挙運動に対する考え方では，選挙制度の一部としての

規範的判断と，運動の実態に即した判断が混同されごきた。戸別訪問禁止

をめぐる裁判所・学者・立法者の議論がそうであったように，実態として

行なわれている戸別訪問に対して公正・公平の観点から，あるいは言論の

自由の観点から禁止又は解除論を説くものであった。その一方で，戸別訪

問を選挙におけるマスコミュニケイションの一部としてとらえた運動動

機・運動効果の科学的分析に基づく正当な位置づけは見失われてきた。

選挙過程に参加するコミュニケイションメディアは戸別訪問に限らず無

数にある。エプシュタイン (Epstein,1967) も，一般に侶じられている戸

別訪問の投票動員効果に疑問を呈して，「党活動家が獲得する票数が，活動

家を組織すべき相当の専門的努力の必要を正当化するに十分か否かという

未解決の問題が残っている。その努力だったらマスメディアを通して直接

投票者に到達すべく払われた方がもっとよい。」と指摘した (p.116)。彼の

眼目は，戸別訪問信仰の背景にある大衆政党に規範をおいた選挙政治観を

批判するところにあるが，この見方は日本の大政党の評価をめぐる近代政

党コンプレックスにも通じるところがある。かといって，我々は，候補者

間の公平，金のかからない選挙を合言葉に進行しつつある選挙公営制と，

大幅に取入れられつつある政見放送の効果を一意に信仰する訳でもない。

というのは，戸別訪問に限らず，日本では選挙における各種メディアの効

果については従属変数（候補者選択）との関連で科学的比較研究がそれほ

＿ ど進んでいないからである。ひとまず，現在は，全てのメディア効果を相

眉 対化する必要がある。
以上の問題意識に基づいて，著者は，米国の政治学，マスコミ論に関連

する1980年代の 5雑誌から94件の論文データを拾いあげた。抽出の基準と

して一般現象を見落さないため広く政治とメディア関係を論じたものか
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ら，選挙運動固有に関連したもの迄含めた。巻末にく論文データ〉

掲げてあるので行論中随時参照されたい。

として

今後， 70年代の論文データにも検討を加えてゆくつもりであるが，将来

の目的とするところのものは，米国における選挙のメディアに関連する諸

知見を日本にも適用可能な諸仮説に整理しなおすという点にある。しかし，

日本と米国とでは，政治制度が大きく異なりそのままの形では比較が困難

である。 そこで，本論では，公職別という要因で論文データの諸結果を制

御することとし，公職交差的な法則とみられるものはそのままの形で，公

職固有のものとみられるものは当該公職の仮説という形でまとめることに

した。

公職カテゴリーについては，大統領，議会（上，下両院），地方（州，地

方公職）， そして政治一般である（論文データのケース数減少を避けるため

にレコードを施した）。テーマカテゴリーについては，伝達過程（バイアス，

選挙運動コミュニケイション概念図

候補者 リリース
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公職別選挙運動とメディアに関する80年代アメリカの研究（神江）

報道スタイル，宣伝・テレビ討論），受容過程（態度への影響，メディア依

存，アジェンダ設定），そして選挙運動一般（現職選挙， リンケージ，その

他）である。一々説明を加えることは本文に譲り，上のテーマは左の選挙

運動コミュニケイション概念図に対応するものである。

伝達過程は，受け手に情報が伝達されるときの情報媒体を視聴覚• 印刷

（商業）メディアに限定し調査研究も媒体にほぽ限定され受け手への効果等

が問題されない場合である。受容過程は，情報が受け止められてから受け

手の態度や行動に変容を及ぼす場合である。選挙運動一般は，メディア・

非メディアによる候補者の選挙人との直接の相互作用が想定されている場

合である。

又，論文データ中考察の対象となるのは，各モノグラフの中の学説考察，

results又は findingsとconclusion,summary部分である。データ中，

methodやdata部分はデータ編として別稿に執筆予定である。

第一章伝達過程

第一節バイアス

選挙運動報道におけるバイアス biasの問題は，候補者からの情報がジャ

ーナリストという主体によってメディア情報に変換され，それが各種メデ

ィアを通して受け手に伝達される過程で生じる。第一の過程で，ジャーナ

リストの政治的価値判断が介在し特定党派への好意的扱いがなされるとき

を政治的politicalバイアスといい，そして，例えばテレビは記事のドラマ

化，時間的短縮をしなければならないといったメディアの特性から結果的

贋 に一陣営に有利不利となる第二の過程のバイアスを普通，構造的structur-
alバイアスという (Hofstetter,1976)。80年代論文データ中バイアスの研

究は 4件であり，いずれも上の政治的バイアスを扱ったものばかりである。

バイアス判定基準は主として，報道の量的な面と好意的報道の存否という
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質的面で判断されてきた。

ステンペルら (StempellIII, and Windhauser, 1984) は， 4回の大統領

選挙にわたり米国大新聞のバイアスを計量分析の対象としてきた。彼らは，

公平なスペースの継続と低い報道量への傾向が続いているかという問題意

識に立って分析した結果，①報道総量としては80年代の選挙運動報道は少

なくなった，②第三党候補者の報道が少ない，③共和党は量的に民主党よ

り多く，民主党は一面報道多い，④新聞多数は民主党支持であったにもか

かわらず，新聞支持とその報道との相関はないという結論 (pp.51-5)を出

している。即ち，紙面位置・量での有名紙の大統領選挙報道での公平性は

確保されている， というバイアス不在説を主張した。

ヒル (Hill,1981)も，平等権修正条項に関する新聞投書掲載に新聞によ

るバイアスはないかという研究を行ったが，投書賛否率では，一般世論調

査と変らずバイアスはないという結論である (pp.390-1)。

一般にメディアの報道については， 80年代でもバイアス不在を主張する

ものが多いが，それはあくまで表面に表われた言語的部分についてであっ

て，部分的で隠然たるバイアスを否定するものではない。例えば，ケップ

リンガー (Kepplinger,1982)は，テレビの選挙運動報道では，記事ではバ

イアスが見出されなかったが，カメラショットの方でコール (CDU党首）

を不利に扱うというバイアスが見出されたと報告している (p.443)。この

研究は，キャメラマン調査に基づいて好意的扱い方のショットを聞いてカ

テゴライズされているものであって，バイアスの質的面での存在を示す研

究といえる。

大政党の選挙運動という体制内運動については公然たるバイアス存在を

否定する研究は多いが，第三党もしくは逸脱集団に対しては現実にメディ

アはバイアスを表明するし，その可能性も高い。シューメカーの研究(Shoe- 四
四

maker, 1982, 1984)はその例である。彼女 (Shoemaker,1982) は，「米

国のメディアは逸脱集団を非正統化することによりシステムイデオロギー

を守る道具である」 (p.251) という基本仮説の下に大学生を対象とした実
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公職別選挙運動とメディアに関する80年代アメリカの研究（神江）

験をしたところ「メディアの悪評記事は右派政党に影響した」 (p.277) と

いう基本結果を得た。 この研究は実験であり， バイアスの態度への効果が

確認されただけだが，同じく，彼女 (Shoemaker,1984)は，現実に，米

国ではメディアが逸脱集団と認知した集団に対してメディアは非正統的な

ものとして扱うということを確かめている (p. 70)。

以上のバイアス研究を整理すると次の I-1表のようになるであろう。

1-1表 バイアス

バイアス バイアス対象 バイアス主体 メディア 公職種 バイアスの存否

政治的バ 大政党 新聞 大統領選挙 X 

イアス 投書 新聞 一般 X 

西独政党 カメラマン テレビ 西独

゜逸脱集団 新聞 一般

゜逸脱集団 新聞 一般 0 

これらの内，米国の選挙運動に関係する研究はステンペル (StempellIII, 

and Windhauser, 1984) の1件のみであるので，公職別特性も交差性も比

較しようがないが，彼らは， 1960年以来4回の大統領選挙のバイアス研究

を続け，バイアス不在を指摘し続けてきた。当面のところ，バイアスとい

う研究テーマは，大統領選挙運動報道に限定されており，報道における量

的，質的面ではバイアスが存在しないが，逸脱集団に対するバイアス報道

の可能性はあるという合意があるようである。

第二節 報道スタイル

一
四
三

選挙運動のコミュニケイションにおいて，報道が如何に選挙人に受けと

られるかに関わりなく，商業メディアの情報伝達様式を問題とする一連の

研究がある。論文データ中，計16件に上っており， これらを報道スタイル

と名付けた。論文データがカバーしている領域は，選挙運動(11件），争点

の報道スタイル (3件），
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ー選挙運動報道

メディアによる選挙運動報道様式は，大きく，メディアが選挙人の関心

を高めるための方策として行う競馬 horserase報道（実質＝争点報道と人

物報道の割合問題を含む）=5件，報道に際してジャーナリストの主体性を

問題とするもの=6件，に分けられる。

競馬報道。選挙報道では屡々選挙が競馬に比諭されることがある。とい

うのも，競馬と選挙が，馬＝候補者の絶対的強さでなく相手のスピード＝

カ，勝利＝当選で判断される催しであるという点で類似性を持っているか

らである (Broh,1980, p. 575)。しかし，メディアのかかる選挙の扱いは，

争点報道を無視しているという点で批判もなされてきた。ブロー (Broh,

1980)は， 1976年大統領選挙を素材とし，新聞，テレビ，週刊誌の POLL

報道記事が競馬のフレームワークに適合する度合を問題とした (p.516)。

内容分析の結果，大衆の興味を減退させるような当落予測は行なわない。

予選trialheatの候補者選好％を公表する，決定的地域に焦点をあてた報

道を行なう，前又は他の POLLと比較して候補者人気の変化を追う，テレ

ビ討論などのメディアイベントを作り肘掛け椅子のジョッキー（選挙人）

にゴール直前の典奮を提供する，等の報道特徴を確認した (pp.517-24)。

結局，選挙人の関心喚起効果があるかどうかはともかく，全メディアが選

挙を競馬比諭スタイルで報道していたことが確認された訳である。

シンクレイアー (Sinclair,1982)は， 1979年英国総選挙において，大新

聞が実質報道を行っているか競馬報道かを検証した。内容分析の結果，過

半数の新聞は選挙期間中に争点記事を報道した，保守係・非保守系新聞の

間の争点報道には相違がない，時系列的には競馬記事割合の若干の増加が

ある，ということを見出した(pp.600-1)。英国大新聞は競馬報道スタイル

を採用していないという訳である。 四

競馬報道が選挙人に争点外の関心を惹起させるためになされるとするな

ら，その他に関心を引き起す非政治的要素があればメディアに取りあげら

れる可能性も高い。この点，マスコミ研究でよく問題にされるのは，政治
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公職別選挙運動とメディアに関する80年代アメリカの研究（神江）

家個人報道か争点かであった。論文データ中 2件である。又，同じ系列に

属するものとして，報道の公共的部分・非公共部分の割合を問うためのも

のもある。

シンクレイアー (Sinclair,1982)は， 79年英国総選挙に際し，左右の政

策対立であると同時にサッチャー対キャラハンというリーダーシップ対立

とみられていたことから，新聞報道では政策と人物との報道比はどのよう

になっていたかということを問題とした (p.230)。彼は，大新聞間は選挙

をリーダーシップの争いと見，それは新聞の支持政党による差はなく，新

聞は他派リーダーシップをネガに評価した，という仮説を下に分析を行な

った(pp.230-1)。社説分析の結果，労働党のリーダーシップ報道を除いて，

新聞は政党の政策や組織の報道をリーダーシップの報道のため少なくした

という訳ではない， リーダーシップの強調の仕方については保守党系・非

保守党系新聞間差異はない，全体として選挙運動をネガの観点から見た，

ということが分った(pp.230-3)。即ち，仮説は部分的に支持されたが，英

国新聞は尚政策関心も失っていないと判断されたのである。

非選挙の研究中，マドックスら (Maddox,and Robins, 1981)は，ピー

プル誌を対象として，政治記事の（人物，争点）ニュース割合，報道され

る政治家タイプ，そして報道特色を調べた。分析の結果，登場政治家は有

名人である，行政部関係が多い，政党より人物を重視するなどの特色を見

出した (p.115)。即ち，メディアは争点，政党より人物報道を優位させて

いることが結論されたのである。

リュウー (Ryu,1982)は，地方テレビニュースにおける公共部分と非公

共部分との間の割合を問題とし，ニュースがヒューマンインタレスト／セ

ンセーショナリズム報道に傾斜していないかどうかを研究した。 76(他人

四 の研究）， 78,80年のシンシナッティのテレビ局夕方ニュースを分析した結

果，公共・非公共間の差はなく，ニュース時間帯による差もなく，差が出

る場合は選挙の時期等時勢の影響を受ける場合であるということを見出し

た (pp.77-8)。つまり，テレビニュース記事選定基準は，公共・非公共間
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の割合によるのではなく，選挙も含めて，視聴者の直接関心に訴えるか否

かになっているのである。

ジャーナリストの主体性。選挙運動に関するメディア報道が候補者側情

報源に依存する以上，ジャーナリストと候補者らとの相互作用は必至であ

る。候補者からのリリースにせよ催しにせよ，それをそのまま報道するか

編集の上報道するかは専らジャーナリストの価値判断（例えばニュースヴ

ァリュー）にかかっている。選挙関連論文データでは，地方選挙について

の研究が80年代に盛んである。

オストロフ (Ostroff,1980)は，地方テレビニュース組織が地方選挙運

動を報道する仕方を解明するとして， 78年オハイオ朴I知事選挙運動に素材

をとって研究した。分析の結果，テレビは選挙運動の情報を提供しない，

局側は政治的利用を警戒して選択的報道をする，候補者側の操作にはだま

されずレポーター主体の報道をする，自主報道番組を作る，全国的有名人

を利用した候補者によるイベントに対しては，候補者を無視して有名人の

報道ばかりを行った，等の傾向を見出した (pp.416-9)。テレビ局による候

補者情報の選択性と，政治的操作へのシニシズムが顕著であった。

同じく，オストロフら (Ostroff,and Sandell, 1984)は， 82年のオハイ

オ小H選挙運動のテレビ報道につき， 2市の研究を行なった。分析の結果，

地方の選挙運動の報道量が少ない，特殊公職になるほど少ないが小卜I規模選

挙（知事，上院選挙）では多い，主体的記事内容の報道が少ない，という

ことが分った (pp.346-50)。この研究では，地方選挙運動報道におけるジ

ャーナリストの主体性を認めていない。フェドラー (Fedler,1981)は， 78

年フロリダ州知事選挙に際して，民主党候補者の 1人が知名度向上策とし

て行ったフルタイム100職種を経験するという運動作戦の報道スタイルを

研究した。当初フロリダの新聞はその作戦にのろうとしなかったが結局運 四

゜動体のトリック gimickryから逃れることができなかったということを認

めた (p.305)。

情報源がワイヤーサーヴィスでメディアが地方新聞である場合を研究し
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公職別選挙運動とメディアに関する80年代アメリカの研究（神江）

たのが， マーティンデール (Martindale,1984)である。彼は， ワイヤーサ

ーヴィスのリードと新聞のリードとの相互・内部間の類似性の存否を， 80

年大統領選挙を素材にとって分析した結果，イベントでは新聞間・ワイヤ

ーサーヴィス間の不統一性がみられる，候補者の選挙運動報道でも不一致

がみられる，更に，候補者が他候補者を批判する記事を取り上げる際に，

批判点の事実にコメントを加えるワイヤーサーヴィスもあった， というこ

とを見出した (pp.341-4)。即ち， ワイヤーサーヴィス内•新聞内又は相互

間に不一致がみられたということは，従来言われてきたような通信社に従

属する地方新聞というイメージを払拭し両メディアの主体性を示すもので

あるといえる。

非選挙研究のうち， マーティンら (Martin, and Singletan, 1981)は，

ペンシルヴァニアの州監査官から出されたニュースリリースを新聞がどの

ように扱ったかを研究した。即ち，政府の広報担当官と新聞ジャーナリス

トとの間の関係をリリースとその記事化のスタイルからみようとしたもの

である。内容分析の結果，全ニュースリリース中10%余（件数では60%弱）

7割程度書換えが行なわが記事化， リリース中原文ママ率は20%と低く，

れた， などのことが分った (pp.95-6)。又，新聞ば州政府のリリースに対

しては批判的に取り扱う傾向があることが結論されたのである。

カポー (Capo, 1983)は， 72,73年のウォーターゲートのテレビ報道に

おけるジャーナリストのイニシアティヴを研究した。分析の結果， 72年の

報道は，報道時間にして 5-3%と低い，報道員レポートは一割程度であ

る， ソース所属では選挙運動担当者が多い， レプリカが多い，等というこ

一
三
九

とであった(pp.597-9)。73年はこれより報道量は増大したがオリジナリテ

ィはないという結果であった。

争点報道

米国の大統領選挙では，外交問題が国民の関心を引く事が少ないが， ス

トーヴァル (Stovall,1982)は， 1980年大統領選挙のイヴェントの新聞報

5-3-495 (香法'85) - 10 --



道の分析を通して，外交問題の選挙での役割を問うた。外交問題を含むイ

ヴェントは，全体の15%で各領域中 1位，内訳はイラン米人人質問題，

Stealth (レーダー回避型飛行機）開発漏洩問題， SALTII交渉，戦争と平

和問題（民主党によるレーガンの好戦家としてのイメージ作り）であった

(p. 534)。分析の結果，外交問題は共和党，民主党の候補者をニュース源と

して提案されることが多い，従来の民主党候補者としては奇妙に映った戦

争と平和問題の扱われかたにみられるように，新聞の興味を引く外交争点

が主役を演ずる，複雑な問題は避けられがち等の特徴を見出した (pp.536 

-40)。

同じく，マイヤーズ (Myers,1982)は，選挙運動における外交問題の役

割を， 1964年以来の彼の 4回の研究と80年大統領選挙の新聞社説時系列分

析を通して明らかにした。彼の結論は，ストーヴァルと異なり，外交問題

が顕著な選挙の争点でない（全領域中35-43%) ということであった (p.

546)。その他，中立社説が多い，領域内順位は外交一般→中東→国防→軍

縮だったが外交一般ではいずれかの候補者を熱烈に支持するということは

ない，等のことが分った (p.542, 545)。これは，米国の選挙では外交問題

が新聞で主役を演じない，という結論である (80年大統領選挙で76年の領

域割合に対し32.4%から42.7%にジャンプしていること，分析対象が社説

に限られていることをどう解釈するかという問題はある）。

他方，彼 (Myers,1982)は， 80年の大統領選挙における経済問題の役割

も調べた。 10大紙社説分析の結果，全争点種は計38件でその中経済問題が

26.7%で最大であった，ィンフレ問題については各々の社説がいずれかの

候補者の批判を連携させた，ということを見出した (pp.414-8)。つまり，

大統領選挙では経済問題が選挙争点として量的にも，候補者選択において

も重要であると結論されたのである。

三まとめ

選挙運動報道，争点報道のスタイル研究の他に，選挙期間外の POLL報
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道スタイルをテレビ・新聞間差，信頼性，説明方法， そして政治的意義に

わたって詳細に分析したパレッツら (Paletz, et al., 1980) の研究がある。

又，報道の主体性の問題を歴史的事例に拡張した研究 (Kielbowicz,1983) 

もあるが， 80年代論文データでは，報道スタイルの研究領域は上に検討し

た領域以外に余り拡大していないようである。

以下，競馬報道から順に仮説化の可能性がある点を I-2表に従って拾

いあげておく。競馬報道に代表される諸研究は，結局， メディア報道が，

1-2表

報道スタイル 報道対象 メディア 公職種 スタイルの存否

競馬 POLL 新聞．テレ 大統領選挙 () 

ビ，週間誌

選挙運動 大新聞 英総選挙 X 

人物 選挙運動 大新聞 英総選挙 X 

政治 週間誌 ー・4舟•般 () 

ヒュウマンイ 地方政治・非政治 テレビ 地方一般 0 

ンタレスト／

センセイショ

ナリズム
------------------

ー←疇--------疇----鴫・-------榊如囀ー一雫雫-------- ------今----------
---------------------

主体性 選挙運動 テレビ 知事選挙 X 

選挙運動 テレビ 小"'規模選挙 X 

運動体の作戦 新聞 知事選挙 X 

ワイヤーサーヴィ 新聞 大統領選挙

゜スの報道

リリース 新聞 州政一般

゜ウォターゲート テレビ 一般 X 

----------------、 ---------一----------幽胄雫尋噸• 一----囀・囀・----------_._ ___ ------------ --------雫. -呻珈―-- - - - - -
争点報道 外交問題 新聞 大統領選挙

゜外交問題 新聞（社説） 大統領選挙 X 

経済問題 新聞（社説） 大統領選挙

゜
5 -3-493 (香法'85) -12 -



争点かそれ以外の視聴者関心に迎合したものになっているかを問題にする

ものである。論文データには米英対象の研究が混在しており，それらから

の結論の差異がまず両政治システムの選挙競争の在り方，メディアの役割

の差異を暗示しているものとなっている。即ち，シンクレイアーの 2つの

研究 (Sinclair,1982, Sinclair, 1982) は，新聞の競馬報道や人物報道に偏

重する傾向を英国選挙においては否定している一方で，ブロー (Broh,

1980) とマドックスら (Maddox,and Robins, 1981)の研究はこの傾向を

認めているのである。ということは，この傾向の仮説化の前に，尚，日本

の研究でも選挙競争とメディアの役割を含めた比較研究の余地を残してい

ることを示している。公職別選挙の観点でいうと，米国ではこの傾向は大

統領選挙で顕著であるということがいえるが，地方選挙でのメディアのか

かる報道の存否が不明であるため，一応大統領職に留めておこう。リュー

(Ryu, 1982)の地方テレビニュースの研究は非選挙に主として関係してい

るが，上の研究のごとく争点か非争点報道かという報道区分を引くことの

妥当性に疑問を呈したものとして位置づけられる。全国報道と異なって，

地方では政治一非政治の分界線を引くことが困難となるような両者の相互

浸透があることを示しているわけで，地方選挙運動報道スタイルヘ拡張可

能な視点でもある。尚，これらの研究ではメディア間差は特に意識されて

いない。

ジャーナリストの主体性を扱った論文データでは， (Capo,1983)を除い

て地方選挙報道もしくは地方メディアの主体性を対象としたものが多数で

ある。候補者や情報源と地方メディアとの力関係から後者がどの程度抵抗

を示すか，ひいてはネットワークやワイヤーサーヴィスに対して地方メデ

ィアがどの程度対抗権力となりうるかという問題を提示している。公職特

有な結論では，小卜1規模選挙の報道では 3件とも地方メディアの主体性が認

められないか， (Ostroff,1980)のようなシニカルな対応をするという結果

であった。テレビー新聞間の相違もみられない。それに対して，日常的政

府活動のケースでは，メディアの批判活動が顕著である。中央情報ー地方

-13 - 5 -3-492 (香法'85)
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メディア関係の研究 (Martindale,1984)における結論は，地方メディアの

中央に対する自主性を示すものである。従って，地方メディアは全ての報

道エリアに渡って必ずしも自主的ではないということがいえるだろう。

争点報道は全て大統領選挙に限定され，

である。外交問題についての報道割合でストーヴァル (Stovall,1982) 

マイヤーズ (Myers,1982)の観点が対立しているのは，社説対一般記事と

メディアも新聞に限られたもの

と

いうデータベースの差異によるものだろう。それ故，ここの問題領域では，

メディア間差ではなく，特定メディア内差を意識した比較という手続きが

残されており一般的結論は出せない。

第三節 宣伝， テレビ討論

バイアス・報道スタイルの領域が，メディアの主体的要因（ジャーナリ

スト）が介在する受け手への伝達過程であったが，有料アドとテレビ討論

は主体の介在しない，商業メディアを経由しての選挙人と候補者との直接

的接触とみなすことができる。 その過程で何等かの伝達情報の変容がある

とすれば，新聞やテレビの物理的特性に応じた作用の結果だろう。丁度，

バイアス論風にいえば，構造的バイアスが存在するという訳である。 その

意味で， これらを独立したテーマカテゴリーとして取り上げたが，該当論

文データの内容の観点からいうと，各研究は各々のテーマに相応している。

即ち，宣伝一態度への影響2件，報道スタイル 2件，テレビ討論一態度へ

の影響2件である。

宣 伝

一
三
五

ワッテンバーグ (Wattenberg,1982)は，候補者中心のメディア選挙運

動台頭と政党の衰退との関係とその条件の明確化を研究目標に掲げ，メデ

（特に宣伝費支出）要因増加と選挙人の態度における政党顕著性の低

下の仮説を検証した (p.219)。78年ANES(American National Election 

ィア

Study) と対応選挙区の選挙運動参謀の調査分析の結果， 宣伝費や PAC
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(Political Action Commeittee) の資金利用と候補者への選好 (feeling

themometers, likes/ dislikes)の上昇，政党選好低下との相関が見出された

(pp. 220-3)。

ギャラモン (Garramone, 1984)は，他候補者を攻撃する宣伝を“批判

的政治宣伝negativepolitical ads" と呼び，選挙人の態度への二つの効果

を分析した。第一の効果は， アドが本当らしく受け止められるほど説得効

果が増大するというもので，第二は，本当らしくなく受け止められるほど

スポンサー （アド候補者） への批判的感情をもつ （＝ブーメラン効果） と

いうものであった (p. 251)。82年下院選挙に際して， テレビアドにつき世

論調査を行なった結果， 上の二つの効果を確認した (pp.253-7)。同時に，

高年令層， 高教育層にブーメラン効果が強く， スポンサーと同一支持政党

の階層に第一の効果がみられた (p.259)。

次に，アドスタイル関係の研究が2件ある。エルバッシュら (Elbash,and 

Rosene, 1982)は， アラバマの78年知事選挙に際して， ラディオ， テレビ，

新聞のアドの比較研究を行なった。研究目的は，新聞アドサイズと争点量

との関係，放送一新聞アド間争点量の比較， と両者の制作価値に対する関

係であった (p.421)。分析によると，放送メディアより新聞アドの方が争

点数が多い，放送時間・コラムサイズ増加に争点数増加が対応するのはテ

レビ，新聞である，制作技法の複雑化につれテレビは争点数が減少し新聞

つまり，重要争点の詳説を行なわは増加するという結果がでた (p.422)。

ないというアドの一般的傾向も見出されており， これらは， メディア種に

よる情報量の多さの多少を誇るべきことではないということを示している

とともに，放送メディアアドは争点以外の余計なことをやりすぎる

("money talks in political campaign": p. 423) という訳である。

ジョスリン (Joslyn,1980)は，各種公職間相違に注意を払いつつ， テレ
一
三
四

アドの内容では争点が

最大であるものの候補者の立場との関連が曖昧である，最も少ない内容は

ビのスポットアドの研究を行なった。分析の結果，

候補者の党派性についての言及である，公職別では，知事のアドが党派指
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向，候補者指向で上院は無党派指向である， 69年を境に無党派的・没争点

的アドに変化する，等の結果を得た (pp.94-7)。ここでも， アドの情報量

の多さが認められるわけだが，他メディアの報道スタイルが米国では没争

点的・大衆迎合的と批判されるなかで， アドが選挙人の知識量増大に寄与

するものとして評価した研究といえるだろう。

テレビ討論

レマートら (Lemert, et al., 1983)は， 80年大統領予選期間の共和党の

候補者のテレビ討論を素材にして実験室的調査を行なった。彼は， テレビ

討論は関心と知識を増加させるという仮説の下に分析した結果， テレビ討

論を見るように指示された実験集団には，関心と知識の増加とそれらの継

続が見出されたばかりでなく，民主党の選挙運動の関心さえもちはじめた

という発見をした (p.58, pp. 64-5)。テレビ討論の良効果を指摘したもので

ある。

ガディアラら (Gadziala, and Becker, 1983) の研究は， 76年のテレビ

討論のアジェンダ設定効果に関連したものである。 テレビ討論は全体とし

て争点顕著性の変化をもたらさない，討論言及の各争点についても討論の

効果と見えるものはない，等テレビ討論にはアジェンダ設定効果が認めら

れなかった (pp. 125-6)。

まとめ

宣伝・テレビ討論に関連する論文データにおける共通の特徴は， I-3 

表の整理に従っていうと， 宣伝が主として議会選挙以下， テレビ討論が大

統領選挙というように研究対象が公職別に固定しているという点である。

その理由は， 当該公職の当該コミュニケイションが他公職で行なわれるこ

とが少ないというコミュニケイション環境の特性から発しているものと思

われる。特に， 宣伝の領域では，商業メディアの一般報道が大統領選挙と

比較して少ない故に， といった補完的な事実現象として宣伝が非大統領選
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1-3表

宣伝内容 効果 メディア 公職種 効果やスタ
イルの存否

＊
 

批判的アド

候補者選好上昇，

政党選好低下

説得効果，ブーメ

ラン効果

アドスタイル（争点数）

‘ （党派性，争点性）

＊
 

テレビ

ラディオ，

テレビ，新

聞

下院

下院

選挙

選挙

知事選挙

゜
゜

テレビ

プレヒ討論 1: □ ~~=:···1 :·~·:·····1·~==::r·····~ 
各種公職

挙運動の中で重要な位置を占めている。

他方， 当初に定義したごとく， アド，討論は特定メディアの物理的特性

に制約されるという関係上， メディア間差に注意を払った研究が多いし，

選挙運動における時勢要因（政党支持の低下） を配慮したものもある。 ｝
）
 

のことは， ワッテンバーグの研究 (Wattenberg,1982) で， アドが選挙人

の態度に影響すると同時に， アド使用の増加が競争メディアである政党と

いう人的メディアを圧倒するという構図において雄弁に語られている。他

方， ギャラモン (Garramone, 1984) も態度への影響を確認したが， アド

のネガティヴな効果を指摘したものとして評価できるだろう。 これら 2つ

の議会選挙の研究で発見される共通の合意は， アドの態度への影響の存在

確認と， その効果が候補者中心の選挙運動を促進するということであろう

か。残る二つの知事選挙を含んだ研究でもこのことが成立するかどうかは ~ 
選挙人調査が無いので明確な解答は出せない。

共通の合意事項はアドの争点情報量が多い（特に新聞），ということである。

これらの 2つの研究からの

メディア間差については，放送メディアの情報量につき少ないという場合
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と，多いという場合とがあり一致しない。一般通念として，新聞の方が情

報量が多いということであるが， 今後比較追試が必要な領域でもある。

大統領公職のテレビ討論の 2件 (Lemert,et al., 1983, Gadziala, and 

Becker, 1983)については，態度への影響につき関心，知識増加に寄与す

る，アジェンダ設定効果無しという結論であるが，研究方法が異なるため，

実験→世論調査，世論調査→実験というように同じテーマを異なる方法で

行なってみたらどうだろうか。

第二章 受容過程

第一節 態度への影響

メディアによる選挙人の態度又は行動への影響の研究は最少効果説をベ

レルソンらが出して以来，議題設定等効果の部分領域の研究に進んだとい

われる。 80年代の論文データでは態度への影響に関する研究は選挙運動非

選挙運動合せて14件の多数にのぼる。 まず論文データに表われた態度への

影響関連の論点と結果の抽出を行なってみよう。

第一に，影響を受ける特定階層の研究。影響を受けやすい選挙人特徴と

して，低関心層，無党派層，黒人，が上げられている。

第二に，態度の特定面への影響の研究。イメージ・認知形成，浮動化，

関心，参加促進，候補者の人気， が上げられている。

影響を受ける階層

カジー (Kazee,1981)は，政治関心の程度との関連も含めて， ウォータ

ーゲート関連のテレビニュース視聴の大統領ニクソンヘの態度変化への効

果を研究目的とした (p.508)。全米調査の結果，彼は， テレビ接触はニク

ソンヘの態度へ影響したということを見出すとともに， 高政治関心層には

テレビの影響がなく，低関心層にはテレビが唯一の態度形成要因となって
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いる，中関心層は両層の中間に位置することを見出した(p.511,514,515)。

無党派層へのメディアの影響については，従来新聞推薦の研究は地方無

党派制選挙を対象とするものが多かったと指摘し， ロビンソン(Robinson,

1972, 74) の研究結果を追試する目的で大統領選挙に焦点をあてたハード

らの研究 (Hurd,and Singletary, 1984)があげられる。ハードらは，研究

目的の中で，無党派層が推薦の影響を受けるという通説のテスト等を掲げ

た (p.334)。1980年大統領選挙を対象に分析した結果，無党派層に対する

新聞推薦の効果の存在のみを確認した （しかし，全標本中推薦の影響を受

ける者は 1%位で，新聞推薦があるからといって選挙結果には影響しない

と結論している： p. 335, 338)。

黒人へのメディアの影響については，過去の関連の研究追試を意図した

ものがある。 セントジョージら (St. George, and Robinson-Weber, 1983) 

は，白人より黒人のほうがメディア （特にテレビ）接触量が政治参加と有

力感により大きな影響をもつという仮説を立て， 1974年ANESを分析し

た結果，仮説を証明した。即ち，人種によってメディア利用とその効果に

ついて大きな相違があるということが分った (p.499)。黒人のテレビ利用

と政治的態度との相関が確かめられたのである （第二節とも関連）。

イメージ，認知形成への効果

シャッフィーら (Chaffee, and Choe, 1980)は，過去の研究における政

党支持態度が選挙運動の効果を弱めるという「最少効果limitedeffects or 

minimal consequences」説に対して，政党支持が弱化した現代では， テレ

ビなどのメディアとの「偶然の」接触が選挙関心を向上させ投票決定に持

メディア利用，候補者認知間関係ち込むことがあると反論し，政党支持，

を含む投票決定モデルを作ることを主張した(p.56)。1976年大統領選挙の

パネル調査の結果，投票意思決定時期で選挙運動中の決定者はその前後決

定者と比べて選挙運動との接触が非常に高く，又，選挙運動中に形成され

た争点評価，候補者イメージ評価に墓づいて投票を決めているということ

一
三
〇
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が分った (p.62,65)。もはや，投票意思に政党支持が作用するのは，強い

政党支持保持者か運動接触が全くない者に限られるようになっている。

ワグナーの研究 (Wagner,1983)も，最少効果説への反証として位置づ

けられる。仮説の要点は，テレビ接触者と新聞接触者との間には候補者間

差認知が大きい，候補者間差認知が少ない場合投票率低下を生じる，とい

うものであった (pp.414-5)。76年大統領選挙を対象として分析した結果，

テレビ視聴者は新聞講読者より候補者間差を認知できないとともに，投票

率を低下させるという結論が得られた (p.426)。

アレンら (Allen,and Weber, 1983)は， 1977年4月のカーター大統領

の資源保護を訴えるエネルギー週間の市民に対する信念形成上の効果の研

究を行なった。大統領のテレビを通した訴えの結果，市民は，エネルギー

問題を石油会社の製品引き上げの口実と考えることをしなくなり，他人が

余りこの問題に考慮を払っていないことに不満を示すという変化をみせ

た。しかし，問題解決への有力感や個人の消費行動という基本的態度次元

には何の変化も及ぼさないばかりか，上の変化した部分もエネルギー週間

経過後急速に消滅するという傾向をみせた(pp.103-4)。つまり，政策信念

形成に関するメディアの効果は，態度の比較的軽い部分への効果を及ぼし

ただけでその効果も長期性をもたないということが分ったのである。

ベッカーら (Becker,and Dunwoody, 1982)は， 1979年の市選挙の候補

者認知についてのメディアの効果と投票への影響を研究した。結果を要約

すると，候補者知識を向上させる情報源はテレビより新聞であったという

こと，一般に知識が多いことはその候補者を選好する度合を高めるが，知

識がネガティヴな場合その候補者を選択させないという傾向がみられた

(pp. 215-6)。

三関心，参加促進効果

ヅインマー (Zimmer,1981)は， 1968,72年の大統領選挙を対象として，

選挙の競争性と投票参加との因果連関をメディア接触との関連で明らかに
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しようとした。即ち，メディア（複数）接触が競争性（不確実性）の認知

を生みその信念が投票参加を高めるという因果性であるが，分析の結果そ

のような効果はないことが判明した (p.196, pp. 200-1)。

ニィーミら (Niemi,Iusi, and Bianco, 1983) も，同じく，選挙の不確

実性の認知と投票参加との因果関係の研究を行なったが，メディア内容が

テレビ，新聞による選挙前POLLの公開という特定化されたものであるこ

とに特色がある。即ち， POLL公開が選挙の不確実性をなくし，投票率を

低下させるという仮説を検証した訳だが， 81年地方選挙につき棄権理由で

POLLの影響をあげた者が少なく， POLL報道接触率も低く，その情報記

憶率も低いという結果がでた(pp.531-2)。即ち， POLLの報道は投票率に

は影響しないという結論が出されたのである。

ポラック (Pollock,1982)は，投票参加と非投票参加（選挙運動参加等）

に対する人的メディアとしての組織の効果の研究を行なった。 72年ANES

に基づいて，回答者の集団加入を親和集団，目的集団に基本分割し，前者

は投票参加を高めるように作用する (SESの効果より低い）が，後者は，

選挙運動と接触活動を高める (p.497)という証明を行なった。これは，人

的メディアの種類によって政治参加の分別的効果が存在するという研究と

して意義をもつといえよう。

四 選挙人の浮動化効果

バイビーら (Bybee,et al., 1981)は，テレビ接触につき浮動化効果があ

るとする通説を， 1976年大統領選挙につき浮動性volatilityの概念の明確

化，テレビ，印刷メディアの効果の区別，第三変数（教育，政治関心）に

よる制御，等を通じて再検討しようとした(p.74)。メディアに関連する結

論は，テレビの利用は浮動性を生まない，新聞利用は非浮動性とはならな

ぃ，若年層にはメディアによる浮動化の効果がある (p.88)等である。

テディンら (Tedin,and Murray, 1981)は， 78年の小卜1知事，検事総長

選挙を対象として，大統領選挙で指摘されてきた選挙人の安定性・浮動投
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票者についての諸説明，地方選挙での投票選択の不安定性を，州規模の長

期パネルデータを使って検証しようとした(pp.435-9)。分析の結果，まず

大統領選挙より知事選挙の方が候補者選択について浮動性が高いことを確

認した上で，予選期間には低政治関心者でかつメディア低接触者が浮動性

が高く，本選挙期では高関心者・高メディア接触者も安定といえなくなっ

たということが示された (p.442, 447, 449)。

五候補者の人気への効果

従来，候補者とその選挙運動報道が大政党の大統領候補者選定に影響す

るという説があったが，ホフシュテッター (Hofstetter,and More, 1982) 

は，これを1972,76年の大統領予選のテレビ報道とギャロップとの対応を

通して研究しようとした。分析によると いずれの予選期間の世論調査に

おいてもテレビ報道量が民主党支持層の候補者選好に影響を与えたとはい

えない，予選の候補者人気は，重要予選での 1位獲得に関係しているとい

うことが示された (p.654)。

ブランクら (Brunk,and Fishkin, 1982) も， 75-76年にかけての大統

領予選候補者（共和党と民主党）の人気popularityと新聞報道量との関係

を調べた。彼らは，日常，候補者がメディアにより多く言及されるほど彼

はポピュラーになる，との仮説の下で分析した結果，共和党候補者の場合

共和党支持層より無党派層への報道効果が高く，民主党候補者の場合ハン

フリー，カーターを除く三番手以下の候補者への効果が高いということを

確認した (pp.526-7, 533-5)。

六まとめ

以上の点を整理すると， II-1表のようになるであろう。

メディアの影響を受ける階層の特定化に焦点をあてた研究では，公職交

差的には，政治関心の低い層，無党派層，そして黒人に対する効果の存在

が合意されている。メディア種別ではテレビの効果が問題とされることが
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II-1表

テーマ 効果の種類 メディア種 Iその他の条件 I公職種 I効果の
存否

低関心層 候補者への態度 テレビ 大統領一般

゜無党派層 投票政党 新聞 大統領選挙 I

゜黒人 参加，有力感 テレビ 一般

゜---------------
--------守------------呵・-----------------------囀—-----------------------疇---------------幽

認知 候補者差認知 一般 意思決定時期 大統領選挙

゜候補者差認知， テレビ，新聞 メディア種 大統領選挙 I

゜投票参加

伯念形成 態度の表層部分 テレビ 大統領一般 I

゜候補者認知 候補者知識，投 テレビ，新聞， メディア種， 地方選挙 I 

゜票意図 ラディオ 知識種

関心，参加 I競争性認知

競争性認知

テレビ，新聞，

ラディオ，週間

七
心
舌

w

テレビ，新聞

(POLL) 

大統領選挙 I X 

地方選挙 x
 

団体 団体種 選挙一般 〇
--------------------------------------------------―ー・------------------------------------・------------

浮動化 1 1テレヒ，新聞 ］メティア種， 大統領選挙1。
年齢別

候補者支持 テレビ，新聞 ，州選挙 〇

人気 1 ・............ jテレヒ ］政党支持 大統領予選I~ 
新聞 政党支持，候大統領予選 Io 

補者種

多い。公職別には，選挙運動に関連したカヅィー (Kazee,1981)とハード

ら (Hurd,and Singletary, 1984)の2件とも大統領選挙を対象としている

ものの，後者は，地方無党派制選挙での結果の大統領選挙における追試と

いう形をとっているため無党派層への効果の存在はかなり一般化された現

象であるということができる。

I. 

/'¥ 
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イメージ・認知への効果については，メディア間相違や効果を与える態

度や階層部分への条件が付されている場合が多いが，一応効果の存在を立

証している研究が多い。メディア種別では，テレビより新聞の効果が高い

という結果が多い。効果を与える場合，選挙運動期間中投票意思を決定す

る者，訴えた政策が直接対応する認知領域等の条件付けがある。即ち，効

果の存在を普遍的現象とは必ずしもみなしていない。これらのうち公職別

の選挙運動に関連したものは，大統領選挙2件，地方選挙1件である。特

に，ベッカーらの研究 (Becker,and Dunwoody, 1982)は，地方選挙運動

におけるメディアの役割に注意を払ったものとして注目を引く。即ち，候

補者がよく知られていない地方選挙では，人間相互間コミュニケイション

とともにメディアの与える情報が重要であり，一般に情報量と候補者票が

順相関するといえるが，情報内容がネガの場合逆相関となるという事実が

見出された。事前に候補者についての一定の認知量がある大統領選挙と，

それがない地方選挙運動との間のメディアの効果についての重要な差を示

す研究結果であるといえるだろう。

関心，参加促進効果については，メディアの効果をまず選挙の競争性，

不確実性という認知効果に求めそれが投票参加に連続するか否かを追求し

た研究 (Zimmer,1981, Niemi, Iusi, and Bianco, 1983)では，いずれも投

票参加又は棄権に対する効果がないということが証明されている。この事

実は，大統領選挙でも地方選挙でも確認された訳で公職交差的現象とみて

よいだろう。人的メディアの参加促進効果への研究 (Pollock,1982)では，

加入集団種別に参加モードが異なることが指摘されたが，選挙運動対象公

職が特定されておらず，今後の研究の課題になるだろう。

浮動化効果については，大統領選挙については，若年層に浮動化効果は

あるがメディア利用者全体についてはこれが認められない (Bybee,et al., 

1981) ということが確認された。知事選挙の研究 (Tedin,and Murray, 

1981)でも浮動化は認められたが，その定義が候補者選択の浮動性のみと

いう概念上の問題が残るので，公職別にメディアが原因となった浮動性の
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差異があると断定することは微妙である。しかし，テディンら(Tedin,and 

Murray, 1981)も説明しているように，州規模選挙では候補者の先行的支

持が大統領選挙より弱く，候補者個人を強調するテレビスポットアドのメ

ディア情報が主流であることを理由として，公職選挙の性格自体がメディ

アによる浮動化を促進しているということは可能である。

最後に，候補者の人気への効果についての二つの研究はいずれも大統領

予選候補者を対象としたもので，人気の問題は大統領職固有のものとして

取り上げられる傾向があることを示している。二つの研究結果は，ホフシ

ュテッターら (Hofstetter,and More, 1982)は効果なしとし，ブランク

ら (Brunk,and Fishkin, 1982)は一部効果ありとしており，結果につい

ての合意がない。

第二節 メディア依存

本節のメディア依存dependencyと前節の態度への影響との関係は，ぃ

ずれもメディアが態度行動の何等かの要素へ効果をもつという因果関係が

想定されているという点では共通性があるが，依存の場合市民が何等かの

問題解決指向性をもってメディアヘ積極的に関与しようとするのに対し，

態度への影響でとり上げられるメディアとの関わりかたは強制的又は偶然

に接触したという事実で因果が想定されているにすぎない。積極的な情報

媒体もしくばt青報の追求という観点で，従来の「利用と満足uses and 

gratifications論」や「選択接触selectiveexposure」も本節に含めた。

論文データの中では依存尺度を作成するものも多く，更に依存対象メデ

ィア種別による態度への変異ある効果を問題とするものも多い。論文デー

タの検討の順は，第一に情報追求の積極性を問題とした 2点，第二に情報

媒体追求の積極性を問題とした 3点，第三にメディア依存と態度への影響

を問題とした 6点，である。
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情報追求の積極性

シャッフィーら (Chaffee, and Miyo, 1983)は，従来の選択接触の研究

では支持層の態度強化の面の研究が多く反対派への態度との関係の研究が

なかったということを指摘したうえで， 1980年大統領選挙を対象に，いく

つかの仮説の検証をした。主な仮説は， 自派候補者好意度は他派候補者よ

り高く，時系列的にこのギャップは拡大するということと，他派候補者よ

り自派候補者の方に選挙運動の注意が向き，親より子の方が注意度が低い

ということであった(p.14)。分析の結果，候補者間好意，政党大会注意の

時系列間差の面において，親より子の方が選択接触を行う，選挙運動接触

（注意）による候補者評価改善効果が自派候補者にのみみられ子の方が強

い，それは政党支持によって生じる，といったこと等が分った(pp.20-1, 24, 

32)。換言すれば，自派候補者の運動情報の重視ー既存態度の強化という選

択接触説に対して， これは，未熟で低情報の若者に生じやすいという条件

が付けられたということである （その他の結果で自派他派候補者間比較に

よる微修正がある）。

ギャラモンの研究 (Garramone,1983) は，情報利用の動機・必要を重

視しその態度上の効果（満足） を連携させて位置づけるという「利用と満

足」研究の系列に属するものである。 1980年大統領選挙の際の自由党候補

者エドクラークのテレビアドを利用した実験研究で，情報追求動機と効果

を対応させた諸仮説ー一争点立場の理解動機→争点情報の記憶（支持），候

補者イメージ重視→視覚面の記憶（支持）， その他ー一一を検証した (p.64)。

注目される結果として，イメージ重視を指示された実験集団は争点重視集

団より，候補者の人格特性についての内部相関が低いという結果が出され

たことである (p. 73)。即ち， イメージ動機の場合，聴覚情報を主体とし，

受け手の判断の余地の大きい争点動機より，視聴覚情報に接触し情報量が

増大する結果相関が低下するというテレビ独自の機能が発揮された訳であ

る。
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情報媒体追求の積極性

ダノウスキーら (Danowski, and Ruchinskas, 1983)は， テレビが政治

キャンペインメディアとして主流となって来ている事実を説明するために

いくつかの仮説を立て世論データを基に実証しようとした。仮説は，①時

勢効果一ー選挙運動の接近（競争）度が高まるとテレビの運動情報接触が

高まる，②世代効果—-50年代初期テレビセット普及時点での購買者層（当

時30-44オ） の利用が高い，③年功効果—―一年長者ほど政治運動テレビ情

報を見る， というものであった(pp.79-82)。1952-80年の大統領選挙の世

論データを使った分析の結果，上の仮説は，年功効果を除いて証明された

(pp. 91-3)。即ち，選挙のダイナミズムという政治的要因と世代要因が大統

領選挙のテレビ視聴を決定するということが確認された訳である。

フライら (Fry, and McCain, 1983)は，地方政治を舞台にして，市民

の一集団（有力者） の新聞， テレビ， ラディオ，人間相互間コミュニケイ

ションに対する依存を調べた結果，情報源としての評価はテレビが最低で

人間相互間コミュニケイションが最高である，人間相互間コミュニケイシ

ョンが他情報に対するクロスチェックを受けやすい等の発見を得た (pp. 

461-3)。つまり，人間相互間コミュニケイションとメディアとの間には相

互補完的関係がある， 又，有力者はテレビより新聞の方に依存しがちであ

る， ということであった。

ウィーブル (Weibull,1983)は，新聞購読について，地域への関心を購

読動機とする地方新聞モデル， 自分の意見にあった新聞を購読するという

政党新聞モデルの二つにつき，両動機の相関関係と，進行する地方新聞の

非社民化・集中化の影響をスウェーデンを例にとって研究した。調査の結

果，地方の自派新聞を購読するということや，第二新聞（全国紙） では自

派新聞購読の傾向が更に強まるという基本的傾向（政党新聞モデル）が確

認されたものの，時代的に，低政治関心者にアクセス要因（地方新聞モデ

ル）が優位しつつありその影響が特に社民党支持層に葛藤状況をもたらし

ているということも分った (pp.317-25)。
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三 メディア依存と態度への影響

参加又は参加指向に関する研究。ミラーら (Miller,and Reese, 1982) 

は，メディア（特にテレビ）の政治信頼に与える悪弊が指摘されてきたが，

その効果について対立があるのは接触exposureと依存を区別しない尺度

が用いられていたためと指摘し，依存尺度を作成した上で次の仮説を検討

した。①いずれか一方のメディア接触と政治的有力感，活動との相関は他

方のメディア接触度に影響される，②新聞依存の場合新聞接触と有力感，

活動との相関が強い，③テレビ依存の場合テレビ接触と有力感，活動との

相関が強い，である (p.233)。1976年ANESの分析の結果，①は支持され

ず，②，③が支持された。つまり，テレビにのみ低有力感効果を言う過去

の説は妥当しないとともに，新聞ーテレビ間関係は排他的でなく相互補完

的関係にあるという結論が得られたのである (pp.238-40, 245-6)。

レイティマー (Latimer,1983) は，黒人のメディア利用と関心•投棄と

の関係を問うた。研究目的として，黒人選挙人に対するコミュニケイショ

ンリンクとしての新聞の可能性を大統領選挙の中で問うとして，確かに黒

人は選挙運動情報としてテレビを利用するが，大統領選挙黒人投票参加者

は，テレビと新聞の両メディアに依存するという仮説を立てた (p.17)。

1956-80年の時系列変化でみると， 60年代から両メディア利用が増加して

くるとともに，両メディアの従属変数への効果は同程度であった (pp.20-

1)。特に時系列的にはメディアと投票との相関が強まってきた (p.22)。即

ち，言われる程に最近の黒人はテレビによる影響のみをうけておらず，新

聞にも依存しているということが示されたのである。

イメージ・争点認知に関する研究。マクロードら (Mcleod,Glynn, and 

McDonald, 1983)は，テレビ依存＝イメージ形成，新聞依存＝争点・認知

形成というメディア種別の効果を問うた。 1980年大統領選挙を対象とした

分析の結果，イメージ変数がテレビ依存者の投票予測要因となるが，争点

変数は新聞依存者に対してこのような効果をもたないことが分った (pp.

49-51)。
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依存の態度への影響で最も大きな部分を占めるのは政治信頼関連の 3件

である。

オキーフェ (O'Keefe,1980)は，テレビが政治不信の態度に与える効果

についての従来の研究に対し，テレビ依存は否定的政治価値と関係し，新

聞依存はそうでないという仮説を立て， 72年大統領選挙を対象に研究を行

なった。分析によると，新聞依存はテレビより信頼化の方向に効果を持つ

ばかりでなく，仮説とは逆にテレビ依存も低関心・低SES層にこの効果が

認められたのである (pp.125-7)。

ベッカーら (Becker,and Whitney, 1980)は，新聞依存は知識，理解自

信，政府信頼を増しテレビ依存はその逆である，又，上の関係は地方政府

レベルで強いなどという仮説を立て， 1977年の調査を分析した結果，この

ことをほぼ実証した (pp.114-5)。タン (Tan,1983)は，新聞，テレビが

支持的政治指向に導くという説を「肯定的効果 positiveeffects説」と呼び，

その効果の人種間，教育程度別の分析を行なった結果，同効果は（高教育，

白人）新聞読者によくあてはまる，という結果を得た (pp.129-30)。つま

り，教育程度が高ければ人種を問わず新聞が読者に政治信頼感をはぐくむ

一方，低ければ人種によって相違が生じたという訳である。

四まとめ

上のことを要約すると， 11-2表のようになる。

情報追求の積極性では， 2件とも大統領選挙に関係したものであるが，

選択接触，利用と満足等過去の研究テーマの再検討という面が強く，通説

の補強・修正の結果は得られたが特に大統領職に限定される結果ともいえ

ない。一般に，メディアの態度への効果は，受け手の動機を考慮に入れた

場合より強く明確となるということが確認されるだろう。

情報媒体追求の積極性の米国政治に関係する 2件では，公職別に利用メ

ディアの差を際立たせる発見がある。即ち，世代効果は政治一般で機能す

るものの，大統領選挙のダイナミズムがテレビ利用を促進しているという
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11-2表

テーマ 効果の種類 メディア種 その他の条件 公職種 効果の
存否

選択接触 自派候補者好 一般 年齢．政党支 大統領選挙

゜意，自派選挙運 持

動好意

争点情報，候補 テレビ 動機 大統領選挙

゜者イメージ

曲—------------·•
---------------------

I仰硬叫呻---------------如ー --------------------------------------如------
メディア テレビ視聴 テレビ 時勢，世代 大統領選挙 () 

追求 人間間コミュニ テレビ，新聞， 地方一般 （） 

ケーション，新 ラディオ，人間

聞 間コミュニケイ

ション

-------------一- -----―-----令疇・-------- “~ “~ ー-囀ー―------------一一 ---------------心ー一→
囀・ー ー----------------------

参加 有力感，活動 テレビ，新聞 依存 選挙一般

゜関心，投票 テレビ，新聞 黒人，依存 大統領選挙 0 

イメージ， イメージ，争点， テレビ，新聞 依存，メディ 大統領選挙 （こ）

争点認知 候補者選択 ア種

政治信頼 システム価値 テレビ，新聞 依存．メディ 大統領選挙

゜ア種

知識，理解，信頼 テレビ，新聞 依存，公職種 各種公職 。
政治情報，参加， テレビ．新聞 教育，人種， ·• 般

゜有力感 メディア種 ： i 

ダノウスキーら (Danowski,and Ruchinskas, 1983)の発見が大統領職に

ついて指摘できる。他方，地方政治では，テレビより新聞，人間相互間コ

ミュニケイションに依存する又は相互補完的になっているというフライら

(Fry, and McCain, 1983)の発見は，地方公職選挙運動にも一般化できそ

うである。残念ながら，彼等の研究は，調査サンプルが有力者に限定され

ている。

態度への影響では，選挙，非選挙論文データを通していえる点は，まず
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80年代にはテレビの良効果について評価 (Becker,and Whitney, 1980を

例外として）がなされはじめたという点である。テレビと新聞とを均衡さ

せて評価する (Miller,Reese, 1982, Latimer, 1983, O'keefe, 1980)か，あ

るいは新聞の過大評価を低める (McLeod,Glynn, and McDonald, 1983) 

形で行なわれた。効果の存在について確認されたものは，有力感，参加，

関心，投棄，（テレビ）イメージ，政治信頼，知識，理解自信である。公職

別選挙運動に関連した研究は，大統領(Latimer,1983, Mcleod, Glynn, and 

McDonald, 1983, O'Keefe, 1980), 各種公職(Becker,and Whitney, 1980), 

というように大統領職が圧倒的多数である。大統領職選挙運動に特有なメ

ディア現象としてとりあげうるのは，前述の通りテレビ依存，利用であり

その効果もポジティヴなものが多い。他方，地方公職と大統領とを比較し

た研究 (Becker,and Whitney, 1980)は，むしろ地方政治における新聞の

役割の重要性とその好効果を指摘したものとして位置ずけることができ

る。

第三節，アジェンダ設定

メディアの選挙人の態度への影響の特殊化された現象研究として，メデ

ィアが設定した争点の顕著性の順序が選挙人の態度の争点顕著性の順序に

影響するというアジェンダ設定 agendasettingの研究は80年代論文デー

タでも独立した地位を占めている。アジェンダ設定論には態度への影響の

論文データにみられるようなアジェンダ設定効果の存否の問題意識は後景

に退き，効果の存在を前提として，いつどのようにして効果が生ずるかと

いう条件発見・制御の問題となっているのが特色である。つまり，理論の

精緻化の段階にあるといえよう。あるいは，過去に逆上って19世紀末のジ

ャーナリズム研究に適用される (Nord,1981, Folkerts, 1983) ようにもな

ってきた。又，メディアー受け手間対応関係に何等かの媒介変数を設定す

るようにもなった (Asp,1983, Tardy, et al., 1981, Erbring, et al., 1980)。
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ー アジェンダ設定理論の精緻化

ストーンら (Stone,and McCombs, 1981)は，「アジェンダ設定期間の

明確化」を研究目的とし， 72年大統領選挙について，パネル調査と週間誌

の内容分析を行なった結果，大衆にアジェンダが形成されるには報道され

てから 2,......,6ヶ月かかることを見出した (p.55)。ウィリアムスら (Wil-

Iiams, Jr., Shapiro, and Cutbirth, 1983)は，従来のアジェンダ設定研究

において，メディアが内容を組む方法＝フレーミングが無視されてきたと

批判し，争点がキャンペインフレームに組み込まれたときの設定効果が最

大であると仮定した (p.228)。1980年大統領選挙を対象とした世論・メデ

ィアデータの分析から，受け手の候補者支持層別選挙運動アジェンダ内相

関が高い等の結果が得られた (p.230)。即ち，フレームがアジェンダ設定

過程で決定的コンテント変数である一方，これを候補者と連携させたらフ

レームの重要性が一層強まるという結論である。

二媒介変数の導入

ターディら (Tardy,et al., 1981)は，政治参加ーアジェンダ設定ーメデ

ィア間関係を確定するという目的の下で，参加をアジェンダ設定の媒介変

数として導入した。 1972年大統領選挙のテレビニュースと ANESをデー

タとして分析した結果，参加が高い者ほどメディアアジェンダの影響が弱

まるという事実を見出した(p.626)。この研究での今一つの重要な試みは，

参加が高い者のアジェンダが逆にメディアに影響するという仮説を実証し

ようとしたことであるが，証明には失敗した (p.626)。しかし，この試み

は，送り手→受け手の一方向的流れを前提に研究されてきたアジェンダ設

定論に新しい視角を導入するものである。

アスプの研究 (Asp,1983)は， 1979年のスウェーデンの例であるが，媒

介変数を政党に求めた。新聞，ラディオ，テレビ，政党(openingspeech) 

の内容分析と全国サーベイの結果，メディア（新聞，テレビ），政党，選挙

人の三者間に，新聞＝選挙人間一致，テレビ選挙人間，そして政党＝選挙
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人間という順序に争点順位一致度が低下するとともに，各集団内では，新

聞，選挙人，そして政党という順に合意度が低下するということを見出し

た(pp.347-9)。即ち，メディア間合意が高くそれが選挙人と一致するとい

うことは，政党間の対立をメディアが中和し国民的合意を形成することに

寄与していると結論されたのである (p.350)。

アーブリングら (Erbring,Goldenberg, and Miller, 1980) は，メディ

アー受け手間に，特にその争点と利害関係ある争点特定聴衆audience-

contingent感覚と非公式コミュニケイションを設定した。 1974年ANES

と，対応する新聞の分析の結果，労組加入者や失業者が家族にいる聴衆に

とっては，失業，不景気という争点の顕著化が極めて強いという事実や，

非公式コミュニケイションによってメディアを通じた公式コミュニケイシ

ョンによるアジェンダ設定が争点内容に従って強調されたり消去されたり

するという結果を得た (p.38, 44)。

三まとめ

その他，アジェンダ効果の影響態度範囲 (Iyengar,Peters, and Kinder, 

1982)や地方選挙での適用 (Grainey,T.F., et al., 1984)の研究がみられ

る。イエンジャーらは，実験室的方法に依って，テレビ提供の議題が被験

者議題を変えたか，強調による記憶の効果はないかなどを調べた。記憶効

果を除いてアジェンダ設定，評価変容効果を認める結果が出た (pp沿51-

3)。グレイニィーらは，黒人 H.ワシントンが立候補した83年シカゴ市長選

挙を素材にとって，新聞による人種問題の選挙運動アジェンダの研究を行

なった。受け手データがないため選挙人への効果は論ぜられないが，量的

分析の結果，人種問題が各新聞間最大のアジェンダとなっていたことが認

められた (p.355)。

ところで，以上の論文データから看取できる共通の合意というものは，

メディアによるアジェンダ設定効果が存在するという点のみであり，実際

の研究は，設定の外的条件（期間，フレーム，政党），内的条件（参加，争

- 33 - 5-3-472 (香法'85)

, . 
/'¥ 



五

公職別選挙運動とメディアに関する80年代アメリカの研究（神江）

点特定感覚，非公式コミュニケイション）の研究に発展して来ている。メ

ディア間相違はスウェーデンの研究を除いて余り意識されているとはいい

難いが，テレビの効果が次第に意識されはじめていることは注目されよう。

公職別選挙運動に応じたアジェンダ設定機能の差という領域に及ぶと問題

は一層深刻である。 80年代論文データでは地方選挙での研究はわずか 1件

のみであり，それも受け手データを欠落させたばかりでなく，設定の存否

という初期的問題関心に止まっている。大統領選挙研究で蓄積された右の

合意と追試されるべき派生的諸仮説の地方での研究が期待される。
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